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本研究は，交通事故リスク情報を提供することによる交通事故リスクに関する認知・理解の変化や低事

故リスク経路を利用する行動変容を把握することを目的とする．このために，交通事故リスク情報を活用

したコミュニケーション実験を複数回実施し，コミュニケーションが交通事故リスクの認知・理解に与え

る変化や低事故リスク経路選択行動に与える影響を分析した． 
分析の結果，コミュニケーションによって「一般道路と高速道路の交通事故リスクの関係」を正しく知

覚する被験者が増加し，低事故リスク経路を利用しようと思う被験者が増加することがわかった．また，

事故リスク情報提供に伴う経路選択モデル分析の結果，交通事故リスク情報を活用したコミュニケーショ

ンが経路選択に影響を与えることを明らかにした． 
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1. はじめに 
 
近年，交通事故による死傷者数は減少しているものの，

令和3年中の死傷者数は約36万人と依然高い水準にある1)．

また，事故による経済的損失も横ばいで推移しており2)，

更なる削減に向けた取り組みが求められている． 
従前の交通安全対策は，「事故ゼロプラン」3)に代表

されるような道路の線形や施設，交差点改良といった交

通事故多発地点に対する施設整備等の対策や，「ゾーン

30」4)の交通規制等を主としたものであり，あわせて車

両の安全性確保や交通安全教育なども継続的に実施され

てきた．このような状況の中で，近年，交通事故データ

をはじめ，豊富な道路交通環境データや関連するビッグ

データを活用して，時々刻々と変化する交通事故リスク

を定量的に把握し，事故リスクに関する情報を提供する

ことで，より安全性の高い経路利用へと行動変容を促し

たり，注意喚起をすることで事故リスクを避ける運転行

動をしていただくといった「交通事故リスクマネジメン

ト」の取り組みが始まっている 5), 6), 7)． 
交通事故リスクマネジメントの取り組みは近年始まっ

たばかりであり，一般ドライバーには聞き慣れない「交

通事故リスク」という概念を正しく知っていただき，理

解していただく必要がある．すなわち，ドライバーに交

通事故リスク情報に関する情報を提供することで，交通

事故リスクを認知・理解していただき，態度・行動変容

を促す必要がある．このような取り組みは，モビリテ

ィ・マネジメント（以下，MMと略記）の枠組みで多く

実施されてきており，情報提供やコミュニケーションの
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有効性が確認されている8), 9)．しかし，それらの研究の

多くは，過度な自動車利用の抑制を意図したものであり，

安全性の高い経路への転換といった行動変容の効果は明

らかになっていない．生活道路から幹線道路への転換を

意図したMMの取り組みとしては，小嶋と久保田の研究

があり10)，コミュニケーション後1カ月にわたって交通

量に約1割の削減が見られたとの報告がなされている．

しかしながら，同研究において提供された情報は，幹線

道路と生活道路の所要時間の差や沿道住民が被っている

迷惑に関するものであり，交通事故リスク情報提供はな

されていない．また，交通安全教育の観点でリスクコミ

ュニケーション実験により効果を計測した例もあり11), 12)，

交通安全意識の向上に対するリスクコミュニケーション

の有用性が示されている．しかしながら，交通事故リス

ク情報の提供のためのリスクコミュニケーションが経路

選択行動に及ぼす影響を分析した事例は少ない． 
交通事故リスク情報提供が経路選択行動に及ぼす効果

の分析としては，著者らの先行研究が挙げられる5), 13)．

これらの研究では，多くのドライバーは生活道路の死傷

事故率が幹線道路の約3倍であるといった統計情報を誤

って知覚しているため，正しい交通事故リスク情報を提

供するコミュニケーションを行うことで，幹線道路の利

用意図の向上につながる可能性があることが確認できて

いるが14)，いずれも長期的な行動変容の定着は確認して

いない．また，より多くのドライバーに交通事故リスク

情報を提供し，交通事故リスクの認知が拡大することも

確認されているが15)，より理解を深め，その効果が継続

することを検証するには至っていない． 
このような経緯に基づき，本研究は，交通事故リスク

情報を複数回提供することによる交通事故リスクの認

知・理解の拡大，及びコミュニケーション情報提供が低

事故リスク経路の選好意識に与える影響と安全運転に関

する行動変容の可能性を把握することを目的とする． 
そこで，交通事故リスクに関する情報を提供するコミ

ュニケーションを複数回実施し，交通事故リスクを正し

く認知するドライバーの増加を検証するとともに，コミ

ュニケーション情報提供による低事故リスク経路選択行

動変容に与える効果を把握した．具体的には，新潟都市

圏において2019年度と2020年度の2回にわたって，交通

事故リスク情報を活用したコミュニケーション実験を実

施した．実験は，交通事故リスクに関する情報提供によ

る交通事故リスク情報の知覚と低事故リスク経路選択行

動の変化に関するドライバー意識調査と，交通事故リス

ク情報提供時の仮想経路選択実験で構成している． 
各コミュニケーション実験で得られる意識調査結果を

用いて，コミュニケーションを実施した場合の交通事故

リスク情報の知覚・行動変化への影響を把握したうえで，

2回のコミュニケーションによる交通事故リスク情報の

知覚・行動意図に与える影響の長期的変化を分析した． 
また，コミュニケーション実験の中で行ったアンケー

ト調査の結果から交通事故リスクに関するコミュニケー

ション情報提供前後の低事故リスク経路利用意図の変化

を分析した．さらに，仮想経路選択実験を実施し，コミ

ュニケーション前後の交通事故リスク情報提供時の経路

選択行動を比較分析することで，交通事故リスクに関す

るコミュニケーション情報提供による低事故リスク経路

選択行動の変化を分析した． 
 
 
2.  コミュニケーション実験の実施 
 
(1)  コミュニケーション実験の概要 

本研究では，コミュニケーションによる交通事故リス

クに関する知覚変化と低事故経路利用意図の変化を分析 

 
図-1 コミュニケーション実験の構成 
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し，事故リスク情報提供時の経路選択行動を分析するた

めに， 2019年度コミュニケーション実験と2020年度コミ

ュニケーション実験を2回実施した．2020年度コミュニ

ケーション実験では，被験者を2019年度実験経験者とし

てのパネル被験者と2020年度新規被験者と区別してドラ

イバーアンケート調査と仮想経路選択実験を含めたコミ

ュニケーション実験を実施した．表-1にドライバーアン

ケート調査の概要を示す． 
アンケート調査手法は，設問数が多く，考えて回答を

頂く設問が多いことや対象地域の広範囲の方から回答を

得る必要があることから，WEB アンケート調査とした．  
WEBアンケート調査の被験者は，新潟都市圏に居住

または職場があるドライバーとするため，株式会社スピ

ードリサーチに商用モニターとして登録されている方を

対象にリクルートした．調査項目は，[1]新型コロナ感

染症拡大後の外出行動，[2]ふだんの道路利用，[3]事故

の怖さに関する意識，[4]事故リスク提供時の経路選択，

[5]事故を減らすための今後の行動，[6]被験者属性と事

故経験とした．この中，[1]と[3]の設問項目は交通事故

リスク情報提供時行動変化に直接関係がないため，分析

対象から除外した． 
2019 年度と 2020 年度に実施したコミュニケーション

実験の構成を図-1に示す．2020年度のコミュニケーショ

ン実験では，分析対象を 3つに分類した．まず，2019年
度ドライバーアンケート調査と 2020 年度ドライバーア

ンケート調査の共通設問項目を比較することにより[1]
コミュニケーションによる交通事故リスク情報の知覚・

行動意図に与える影響の長期的変化を分析した．また，

2020年度ドライバーアンケートの中で，交通事故リスク

情報を活用したコミュニケーション情報提供前後の結果

を比較することによる[2]コミュニケーションによる低

事故リスク利用意図に与える影響の分析と，[3]コミュ

ニケーションによる交通事故リスク情報提供が低事故リ

スク経路選択に与える効果を分析した．  

 

(2)  被験者グループと有効回答数 

2020年度コミュニケーション実験では，交通事故リス

ク情報提供時の仮想経路選択実験を行った．そこで，コ

ミュニケーション情報の提供内容によって低事故経路選

択行動を分析するために，被験者を 3つの異なるコミュ

ニケーション情報を提供するグループに分類した． 
[1] 交通事故リスク情報提供グループ：「一般道路

の事故リスクが高速道路より 7倍高い」という一

般道路と高速道路の交通事故リスクの関係を示

した情報を提供したグループ 
[2] 低事故経路案内効果情報提供グループ：低事故

リスク経路案内システムの効果に関する情報を

提供したグループ 

 
 

[3] 降雪時事故リスク情報提供グループ：降雪時の

交通事故リスクに関する情報を提供したグルー

プ 
2020年度調査では[1]と[2]の被験者グループのみ対象と

した仮想経路選択実験を実施し，[3]の被験者グループ

は別の仮想経路選択実験を実施したため，経路選択実験

分析対象からは除外する．ただし，経路選択実験以外に

行った交通事故リスク情報に関するアンケート調査に参

加しているため，アンケート調査分析対象としている． 
今回の実験では，経路選択実験を行った[1]交通事故

リスク情報提供グループと[2]低事故経路案内効果情報

提供グループには経路選択実験の途中に事故リスクや低

事故経路案内に関するコミュニケーション情報を提供し

た．その内容を以下に示す．なお，被験者は，情報提供

画面をアンケート調査時のみ閲覧でき，本稿での複数回

のコミュニケーションとは2019年調査に回答した被験者

が，2020年にも調査に回答することを意味している． 

表-1 アンケート調査の概要 

項目 概要 

調査主体 新潟都市圏交通事故リスクマネジメン

ト研究会 

被験者 

新潟都市圏に居住または職場がある一

般ドライバー 
(株式会社スピードリサーチに登録さ

れている商用モニター) 

有効回答数 
2019年度調査時新規被験者：315人 
2020年度調査時パネル被験者：253人 
2020年度調査時新規被験者：119人 

主な調査項目 

[1] 新型コロナ感染症拡大後外出行動 
[2] ふだんの道路利用 
[3] 事故の怖さに関する意識 
[4] 事故リスク提供時の経路選択 
[5] 事故を減らすための今後の行動 
[6] 被験者属性と事故経験 

調査時期 2019年10月8日～10月18日 
2020年10月20日～10月31日 

調査方法 WEBアンケート調査 

 

表-2 有効回答者数 

項目 パネル 
被験者 

新規 
被験者 

[1]交通事故リスク 
情報提供グループ 85人 37人 

[2]低事故経路案内効果 
情報提供グループ 85人 39人 

[3]降雪時事故リスク 
情報提供グループ 83人 43人 

合計 253人 119人 
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[1] 交通事故リスク情報提供グループには，一般道

路/高速道路の交通事故リスク関係に関する質問

の後に，正解と交通事故リスク関係に関する情

報を提供した(図-2参照)． 

[2] 低事故経路案内効果情報提供グループには，低

事故リスク経路を選択した時の交通事故減少率

に関する質問の後に，正解と低事故リスク情報

案内の効果に関する情報を提供した(図-3参照)． 
2020年度コミュニケーション実験の被験者グループ別

有効回答数を表-2 に示す．パネル被験者は 315 人中 253
人が，新規被験者は 150人中 119人が回答した．有効回

答率はともに約 80%であった． 
 
(3) 2020年度仮想経路選択実験の概要 

図-1の分析対象の内，「[3]コミュニケーションによる

交通事故リスク情報提供が低事故リスク経路選択に与え

る効果」を分析するため，2020年度調査では交通事故リ

スク情報を提供した際に「一般道路 / 高速道路」を選択

肢とする仮想経路選択実験を行った．仮想経路選択実験

は，料金，所要時間，事故リスク，天気に関する仮想的

交通状況情報を見て，「一般道路 / 高速道路」の 2つの  

 

   
図-2 交通事故リスク情報提供グループの情報提供画面 

 

 

図-3 低事故経路案内効果情報提供グループ情報提供画面 
 

 

図-4 仮想経路選択実験画面 
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選択肢に対して利用する経路選択する実験を行った(図-
4参照)．交通事故リスクに関しては，図-4のボックス内

の通り，経路上で発生する交通事故に出会う確率を％で

表示した．例えば，交通事故リスクが10%の場合は，10
回走行したら1回は交通事故に出会って影響を受ける可

能性があることを被験者に理解頂いた． 
 
(4) 2020年度調査の基礎集計分析 
図-5には，被験者の性別と年齢層と職業の特徴を示し

ている．図-5より，パネル被験者と新規被験者の属性に

大きな違いは見られず，全被験者の属性は，男性が 51%，

30~50 歳代が 75%，会社員・公務員が 60%となっている． 
被験者のふだんのクルマ利用や高速道路利用，事故経

験に関する質問に関する回答率を図-6に示す．運転頻度

は 78%であり，被験者の多くは，ほぼ毎日運転している

ことが分かる．また，高速道路利用頻度は月 1回程度が

61%，事故経験無しが 73%，1 回事故経験が 20%であっ

た． 
 

 
 
3. 交通事故リスクに関する知覚状況の変化と低 

事故経路利用意図の変化分析 

 
(1)  分析の概要 

2020年度調査では，2019年度調査と同様の質問を設定

し，その結果を比較して，複数回のコミュニケーション

が交通事故リスク情報の知覚や行動意図に与える影響を

以下に示す[1]から[3]の設問に着目して分析する．ただ

し，[2]は 2020 年度ドライバーアンケート調査でのみ質

問した設問項目であり，2020年度新規被験者とパネル被

験者の 2020年度回答を比較する．  
[1] 「一般道路 / 高速道路」交通事故リスク関係の事

実に関する設問：一般道路と高速道路での事故

を起こしやすいのはどちらだと思いますか？ 
[2] 各道路別交通事故リスク関係の知覚に関する設 

 

 

(上段：性別，中段：年齢層，下段：職業) 
図-5 被験者属性 

 

(上段：クルマ利用頻度，中段：高速道路利用頻度，下段： 

事故経験) 
図-6 被験者の運転経験 
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問：「生活道路 / 幹線道路」と「一般道路 / 高速

道路」と「平常時 / 渋滞時や降雨降雪時」の交通

事故リスク関係を知っていますか？ 
[3] 今後の利用意図に関する設問：今後，幹線道路

と高速道路を積極的に利用しようと思います

か？と渋滞時や降雨・降雪時に注意して運転し

ようと思いますか？ 

 (2) 複数回実験による交通事故リスクに関する知覚状

況の変化 
パネル被験者を対象として，「一般道路と高速道路を

同じ距離だけ走行した場合，事故を起こしやすいのはど

ちらだと思いますか」という設問への回答を求め，交通

事故リスクに対する知覚変化を把握した．図-7に示すよ

うに，「一般道路の方が7倍ほど事故を起こしやすい」

という交通事故リスク関係を正しく知覚している被験者

の割合は，パネル被験者2019年度回答の27%からパネル

被験者2020年度回答の38%に11%増加しており，コミュ

ニケーションによる交通事故リスクに対する知覚が継続

していることが確認できた．交通事故リスクに対して高

速道路の方が高いと誤解していた被験者が減少したこと

から高速道路における交通事故リスクに対する認識が改

善されたことがわかった． 
次に，2020年度アンケート調査では，交通事故リスク

に関する知覚状態を把握するために，[1]「生活道路/幹
線道路」交通事故リスク関係，[2]「一般道路/高速道路」

交通事故リスク関係，[3]「渋滞時や降雨・降雪時」交

通事故リスク関係を知覚していたかどうかを質問した．

パネル被験者には 2019 年度調査で同じ設問に回答して

頂いており，[1]～[3]の交通事故リスクの情報を見た被

験者である．図-8 に示している通り，「一般道路/高速

道路」事故リスク関係に関する[2]に対しては，「よく

知っていた」と「なんとなく知っていたが，詳しくは知

らなかった」を選んだ割合がパネル被験者の方が 15%高

い結果となった．この結果から，2019年度アンケート調

査で提供した交通事故リスクに関するコミュニケーショ

ン情報の効果が継続していることを確認でき，事故リス

クに対する認識が改善されることを把握できた．このこ

とから，交通事故リスクに関するコミュニケーションに

よる情報の提供には安全意識に関する効果があることが

わかった． 
 
(3) 新規被験者とパネル被験者に対するコミュニケー

ション後の低事故リスク経路利用意図の変化 
交通事故リスクに関するコミュニケーション情報提供

に伴う行動意図の変化を把握するために，[1]「生活道

路/幹線道路」の選択，[2]「一般道路/高速道路」の選択，

[3]「渋滞時や降雨・降雪時」の運転行動といった交通

事故リスクが低い経路の利用と安全運転行動について，

今後の行動意図を質問した．その結果を図-9に示す． 
また，「全くそう思わない」から「とてもそう思う」

までの選択肢を1～6と数値化して対応のある2群データ

のWilcoxon検定を行った． 
[1]「生活道路/幹線道路」の今後の利用意図は，パネ

ル被験者2020年度回答の方が2019年度回答の方より肯定

的な行動意図が若干高くなったものの，検定結果ではp  

 

図-7 「一般道路/高速道路」交通事故リスク関係に関する

質問の正答者 

 

(上段：生活道路vs幹線道路，中段：一般道路vs高速道 

路，下段：渋滞時や降雨・降雪時のリスクの変化) 

図-8 交通事故リスク関係に関する知覚変化 
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値が0.119となり，5%有意水準で2群のデータに有意な差

があるとは言えない結果となった． 
[2]「一般道路/高速道路」の今後の利用意図は，パネ

ル被験者2019年度回答の方が肯定的な行動意図が若干減

少した．検定結果ではp値が0.023となり，5%有意水準で

2群のデータに有意な差があることが分かった．この理

由は，2019年度と2020年度では情報提供方法が少し異な

っているためであると考えられる．具体的には，2019年
度調査では道路情報板の画面イラストにメッセージとし

て交通事故リスクに関する情報を提供して，「一般道路

/高速道路」の交通事故リスク関係を説明したが，2020
年度調査では，図-2，図-3に示したように，アンケート

画面に「一般道路/高速道路」の交通事故リスクに関す

る情報を提供して，「一般道路/高速道路」の交通事故

リスク関係を説明した． そのため，結果的に，交通事

故リスクに関して同一内容を提供したものの，情報提供 

 
手法が異なることにより，今後の利用意図の長期的変化

の特性が異なる可能性があることを示した． 
[3]「渋滞時や降雨・降雪時」の運転行動に関しては

長期的変化が見えなかった．検定結果では，p値が0.648
となり，5%有意水準で2群のデータに有意な差があると

は言えないという結果となった． 
 
 
4. コミュニケーションによる交通事故リスク情

報が低事故リスク経路選択行動に与える影響

分析 
 
(1)  分析の概要 

2020年調査ではコミュニケーション情報提供前後に交

通事故リスク情報提供時仮想経路選択実験を行った．そ

の結果を用いて「一般道路/高速道路」の2つの選択肢に

対する 2項ロジットモデルを構築し，交通事故リスク情

報が経路選択に及ぼす影響を分析した． 
 

𝑃𝑃(𝑖𝑖) =
1

1 + 𝑒𝑒−𝜇𝜇�𝑉𝑉𝑖𝑖−𝑉𝑉𝑗𝑗�
=

𝑒𝑒𝜇𝜇𝑉𝑉𝑖𝑖

𝑒𝑒𝜇𝜇𝑉𝑉𝑖𝑖 + 𝑒𝑒𝜇𝜇𝑉𝑉𝑗𝑗
                   (1) 

ここで， 
  𝑃𝑃(𝑖𝑖): 選択肢 𝑖𝑖の選択確率 
  𝜇𝜇 ∶拡大係数 
  𝑉𝑉𝑖𝑖  ,𝑉𝑉𝑗𝑗 ∶選択肢 𝑖𝑖と選択肢 𝑗𝑗の確定効用 

 
説明変数には，高速道路料金，所要時間，事故リスク，

性別，年齢，天気（雨），高速道路利用頻度，一般道路

運転不安，事故リスク知覚，高速道路利用意図などの変

数が挙げられる．天気（雨）に関しては，図-8の質問に

「渋滞時や降雨・降雪時の交通事故リスク関係」に関し

て示されたように降雨時交通事故リスクが高くなること

が分かっているが，被験者の降雨に対する認知を把握す 

 

 

 

(上段：幹線道路の利用，中段：高速道路の利用，下段：

渋滞時や降雨・降雪時の運転注意) 
図-9 今後の道路利用意図に関する変化 

 

表-3 モデルの説明変数 
説明変数 内容 

料金 高速道路の通行料金(一般道路は無

料) 
所要時間 一般道路と高速道路の所要時間(分) 

事故リスク 一般道路と高速道路の交通事故リス

ク(実数入力，1%  : 0.01) 
天気（雨） 晴れ：0，雨：1 
一般道路 
運転不安 一般道路の運転を不安と思う：1 

事故リスク知覚 一般道路の交通事故リスクが7倍高

いことを知っている：1 
性別 男性：0，女性：1 

年齢層 50代未満：0，50代以上：1 

事故経験 経験無し：0，経験有り：1 
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るために説明変数として設定した． 
なお，各変数間相関関係を検討した結果，高速道路利

用頻度と高速道路利用意図は高速道路選択と高い相関を

持っていたため除外した．また，運転頻度に関しては， 
図-6の運転頻度に関する設問結果，週 4回以上運転する

被験者の割合が約 75%，週 2～3 回以上運転する被験者

の割合が 85%となっており，運転頻度が少ない被験者が

少なかったので，説明変数から除外し，表-3に示す説明

変数を設定した．また，モデルの推定結果を用いて時間

価値とリスク価値の計算が可能であり，式(2)と式(3) を
用いてモデル別に時間価値とリスク価値を計算した． 
 

時間価値＝パラメータ値時間 / パラメータ値料金        (2) 
リスク価値＝パラメータ値時間 / パラメータ値リスク (3) 

 
(2) コミュニケーション前後経路選択行動の変化 
モデル分析の結果を表-4に示す．事故リスク，所要時

間，料金などの変数は，統計的に有意な水準でパラメー

タ値が推定された．これらの変数のパラメータ値は，符

号はマイナスで妥当な推定結果となり，パラメータ値が

大きければその経路の選択率が低くなることが予想され

る． 
事故リスク変数のパラメータの推定値に着目すると，

コミュニケーション情報提供前モデルよりコミュニケー 

 
ション情報提供後モデルの方が絶対値が大きく，交通事

故リスクの変化が経路選択行動により大きく影響してい

ることを把握できた． 
ダミー変数については，一般道路運転不安と事故リス

ク知覚が両モデルに 5%有意の水準で有意に経路選択に 
影響を与えることが分かった．推定値の符号はプラスで，

ダミー変数は全て高速道路選択肢についている変数であ

り，一般道路の運転の方を不安と思う被験者や「一般道

路/高速道路」事故リスクの関係を知覚している被験者

の方が，高速道路選択率が高くなるといった常識的な結

果となった．式(3)で定義したリスク価値は， 22.3円/%か

ら 51.5円/%まで増加した． 
以上のように，交通事故リスク情報を提供するという

コミュニケーションによって，事故リスク情報を正確に

理解することで，より安全な経路(低事故リスク経路)で
ある高速道路の選択率が高くなることを把握できた． 
 
(3) パネル被験者と新規被験者に対するコミュニケー

ションによる経路選択行動の変化比較 
2020年度調査のパネル被験者と新規被験者について，

コミュニケーション情報提供前後の交通事故リスク情報 

表-4 コミュニケーション情報提供前後の経路選択モデル

の推定結果 

モデル コミュニケーション 
情報提供前 

コミュニケーション 
情報提供後 

変数名 推定値 p値 推定値 p値 

定数項 -2.429   0.000*** -2.189   0.000*** 

料金 -0.0006   0.000*** -0.0004   0.000*** 

所要時間 -0.046   0.000*** -0.034   0.000*** 

事故リスク -1.356   0.029*** -2.088   0.001*** 

天気（雨） 0.065 0.638 -0.013 0.922 
一般道路 
運転不安 0.745   0.000*** 0.717   0.000*** 

事故リスク 
知覚 0.452   0.001*** 0.369  0.007** 

性別 0.099 0.488 0.273  0.053+ 

年齢 0.276   0.048*** 0.201 0.144 

事故経験 0.000 1.000 -0.164 0.294 
サンプル

数 984ペア（1968個） 

尤度比 0.087 0.068 

時間価値 75.3円/分 83.2円/分 

リスク価値 22.3円/% 51.5円/% 

注1．有意水準：***(1%)，**(5%)，*(10%) 

注2．網がけは5%有意水準で非有意な変数 

表-5 パネル被験者と新規被験者に対する経路選択モデ

ルの推定結果 

モデル コミュニケーション 
情報提供前 

コミュニケーション 
情報提供後 

被験者 パネル 
被験者 

新規 
被験者 

パネル 
被験者 

新規 
被験者 

変数名 推定値 推定値 推定値 推定値 

定数項 -2.452*** -2.366*** -1.855*** -3.060*** 

料金 -0.001*** -0.001** 0.000*** -0.001** 

所要時間 -0.052*** -0.034** -0.029*** -0.050*** 

事故リスク -0.949 -2.273 -1.705* -3.015* 

天気（雨） 0.246 -0.395 0.014 -0.090 
一般道路 
運転不安 0.576** 1.098*** 0.629*** 0.847** 

事故リスク 
知覚 0.190 1.079*** 0.092 1.173*** 

性別 0.125 0.144 0.300 0.263 

年齢 0.309 0.218 0.307 -0.027 

事故経験 -0.149 0.386 -0.321 0.184 

サンプル

数 

680ペ
ア1360
個  

304ペ
ア608
個 

680ペ
ア1360
個  

304ペ
ア608
個 

尤度比 0.084 0.155 0.051 0.163 

時間価値 79.97円 
/分 

62.64円 
/分 

77.87円 
/分 

94.00円 
/分 

リスク価値 14.74円
/% 

41.95円
/% 

45.41円
/% 

57.21円
/% 

注1．有意水準：***(1%)，**(5%)，*(10%) 

注2．網がけは5%有意水準で非有意な変数 
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提供に伴う経路選択モデルを分析した．モデルの推定結

果を表-5に示す． 
事故リスク変数は，コミュニケーション情報提供前で

はパネル被験者・新規被験者ともに統計的に有意なパラ

メータとはならなかった． 
一方で，コミュニケーション情報提供後の事故リスク

変数は，統計的に有意であり，その値もパネル被験者・

新規被験者ともにコミュニケーション情報提供前よりも

大きいものとなった．加えて，パネル被験者よりも新規

被験者の方が絶対値が大きくなった．したがって，交通

事故リスクに関する情報を初めて受け取ることにより，

交通事故リスクに対する理解が経路選択行動により影響

を与えているものと考えられる．  
ダミー変数については，一般道路運転不安と年齢が

5%有意の水準で有意に経路選択に影響を与えることが

分かった．事故リスク知覚の変数は，コミュニケーショ

ン情報提供後のモデルでは統計的に有意な変数となった．

なお，式(3)で定義したリスク価値は，パネル被験者は

45.41円/%，新規被験者は 57.21円/%で新規被験者の方が

高い結果となった． 
これらの結果から，コミュニケーション情報提供前よ

りもコミュニケーション情報提供後の方が，パネル被験

者よりも初めてコミュニケーション情報を受け取った新

規被験者の方が，交通事故リスク情報に対する理解が深 

 
まり，より安全な経路選択をする可能性が高いことが分

かった． 
 

(4) 事故リスク関係を知覚している被験者に対するコ

ミュニケーションによる経路選択行動の変化 
被験者のうち「一般道路/高速道路」交通事故リスク

関係を知覚している被験者のみを対象として，コミュニ

ケーション情報提供前後の経路選択モデルを分析した． 
モデル推定の結果を表-6に示す．事故リスク変数につ

いて，コミュニケーション情報提供後は統計的有意にパ

ラメータが推定されたが，情報提供前のモデル分析の結

果は統計的有意なパラメータを推定することができなか

った． 

表-4の2020年度調査全体被験者に対するコミュニケー

ション情報提供後モデルと表-6の交通事故リスク関係知

覚被験者に対するコミュニケーション情報提供後のモデ

ルの事故リスク変数のパラメータ値を比較すると，全体

被験者モデルは-2.088，交通事故リスク関係知覚被験者

は-3.087であり，交通事故リスク関係知覚被験者の方が，

交通事故リスク情報が経路選択に大きく影響しているこ

とがわかった．ダミー変数は一般道路運転不安と年齢が 
 

表-6 「一般道路/高速道路」事故リスク関係を知覚し

ている被験者に対する経路選択モデルの推定結果 

モデル コミュニケーション 
情報提供前 

コミュニケーション 
情報提供後 

変数名 推定値 p値 推定値 p値 

定数項 -2.199   0.000*** -1.864   0.000*** 
料金 -0.0005   0.000*** -0.0005   0.000*** 

所要時間 -0.048   0.000*** -0.034   0.000*** 
事故リスク -0.619 0.483 -3.087   0.000*** 
天気（雨） 0.039 0.840 -0.012 0.949 
一般道路 
運転不安 0.743   0.001*** 0.549 0.011* 
性別 0.253 0.224 0.286 0.165 
年齢 0.614  0.003** 0.405 0.048* 

事故経験 -0.337 0.139 -0.117 0.602 
サンプル

数 476ペア（952個） 

尤度比 0.081 0.065 

時間価値 90.47円/分 70.99円/分 

リスク価値 11.59円/% 65.34円/% 

注1．有意水準：***(1%)，**(5%)，*(10%) 

注2．網がけは5%有意水準で非有意な変数 

表-7 コミュニケーション情報内容別経路選択モデルの

推定結果 

モデル 
コミュニケー

ション 
情報提供前 

コミュニケーション 
情報提供後 

被験者 全被験者 交通事故 
リスク情報 

低事故経路 
案内効果 

変数名 推定値 推定値 推定値 

定数項 -2.429*** -2.108*** -2.265*** 

料金 -0.0006*** -0.0004** -0.0004*** 

所要時間 -0.046*** -0.038*** -0.030*** 

事故リスク -1.356* -1.750* -2.481** 

天気（雨） 0.065 0.032 -0.059 
一般道路 
運転不安 0.745*** 0.808*** 0.645** 

事故リスク

知覚 0.452** -0.024 0.782*** 

性別 0.099 0.198 0.229 

年齢 0.276* 0.214 0.119 

事故経験 0.000 -0.370+ 0.038 

サンプル数 984ペア 496ペア 488ペア 

尤度比 0.087 0.074 0.082 

時間価値 75.3円/分 98.6円/分 69.2円/分 

リスク価値 22.3円/% 44.9円/% 57.9円/% 

注1．有意水準：***(1%)，**(5%)，*(10%) 

注2．網がけは5%有意水準で非有意な変数 
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5%有意水準で有意であった．そして，式(3)で定義した

リスク価値を計算すると， 11.6円/%から65.3円/%まで増

加した． 
 
(5) コミュニケーション情報提供内容別経路選択行動

の比較 
コミュニケーション情報提供の内容別に交通事故リ

スク情報提供被験者グループと低事故経路案内効果情報

提供被験者グループを分けて経路選択モデルを作成した．

モデル推定の結果を表-7に示す．事故リスク変数につい

て，コミュニケーション情報提供後のモデルは，統計的

有意にパラメータが推定された． 
事故リスク変数は，低事故経路案内効果情報提供被験

者グループモデルのパラメータ絶対値が大きかった．式

(3)で定義するリスク価値も 57.9円/%と高かった． 
今回のアンケート調査では低事故経路案内効果情報を

提供したグループの方が，交通事故リスク情報が経路選

択行動に与える影響が大きい結果となった．2020年度被

験者には，「高速道路が安全な道路である情報」より，

「低事故経路案内の効果に関する情報」の方がわかりや

すく，後者のような情報の提供が，高速道路の利用意図

をより向上させる可能性を示すことができた． 
 
 
5. まとめと今後の課題 

 
本研究では，新潟都市圏を対象として，一般のドライ

バーに「交通事故リスク」の概念を認知し，理解してい

ただいて，交通事故リスク情報の活用可能性を検証する

ために，交通事故リスク情報に関するコミュニケーショ

ン実験を複数回行った．具体的には，2019 年度と 2020
年度の 2回にわたって交通事故リスク情報を活用したコ

ミュニケーション実験を実施し，各実験で交通事故リス

ク情報に関する知覚と行動意図の変化を分析した上で，

2 回の調査から交通事故リスク情報に関する知覚と行動

意図の長期的変化を分析した．また，事故リスク情報提

供時仮想経路選択実験を行い，コミュニケーション情報

提供前後の経路選択行動の変化を分析した．分析結果を

以下に整理する． 
・2019年度調査と2020年調査ともに「一般道路/高速道

路」の交通事故リスク関係に関する質問をした結

果，正しく知覚している被験者の割合が増加し，

コミュニケーションによる低事故リスク経路利用

意図が増加するといった効果が継続していること

が確認できた． 
・アンケート調査の中で，コミュニケーション情報を

提供することにより，高速道路利用意図が肯定的

な傾向に変化したことを把握した． 

・事故リスク情報を提供した仮想経路選択実験の分析

の結果，コミュニケーション情報提供前より提供

後の事故リスク変数のパラメータの絶対値が大き

く，コミュニケーションにより，交通事故リスク

情報の提供により，安全な (低事故リスク経路)高速

道路選択率が高くなることを明らかにした． 
・交通事故リスク情報を提供したグループより低事故

経路案内効果情報を提供したグループの事故リス

ク変数のパラメータ絶対値が大きく，同一状況で

は，被験者グループの高速道路選択率が高いこと

を把握した． 
分析の結果，交通事故リスクに関するコミュニケーシ

ョンにより，交通事故リスク情報に関する知覚率は向上

され，低事故リスク経路を利用しようとする行動を促す

可能性を把握することができた．さらに，複数回のコミ

ュニケーションによりその影響が持続する可能性も示す

ことができた． 
また，交通事故リスク情報提供時の経路選択モデルの

推定より，コミュニケーション情報提供後に交通事故リ

スク情報を正しく認識することで安全な経路を選択する

行動に影響を与えることも把握できた． 
今後は，コミュニケーション情報を増やし，どのよう

な情報が事故リスクに関する認知度や理解度を向上させ

るかに関する検討が必要である．さらに，コミュニケー

ション効果を持続させるための方法を検討することが必

要である．例えば，コミュニケーションに使用する情報

の種類と経路選択行動の関係を分析し，持続的に低事故

リスク経路利用を促進するためのコミュニケーションの

あり方を考察する必要がある． 
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IMPACT ON LOW-RISK ROUTE CHOICE BEHAVIOR  
BY USING COMMUNICATION METHOD ABOUT TRAFFIC ACCIDENT RISK 

 
Yoongho AHN, Hiroaki NISHIUCHI, Shinya KURAUCHI, Toshio YOSHII,  

Kazushi SANO and Takehiko DAITO 
 

The objective of this study is to analyze the change in cognition and understanding about “Traffic acci-
dent risk” and the behavioral intensions change for safe driving by providing the driver with traffic accident 
risk information. In this study, in order to grasp changes of cognition and understanding about the concept 
of “Traffic accident risk” and the applicability of traffic accident risk information, multiple communication 
experiments about traffic accident risk information were conducted. After analyzing changes in cognition 
and behavioral intentions regarding traffic accident risk information in each experiment, long-term changes 
in cognition and behavioral intentions regarding traffic accident risk information were shown by comparing 
results of two experiments. In addition to that, the route choice experiment providing traffic risk information 
were conducted before and after provision communication information regarding traffic accident risk and 
the effects of communication on low accident risk route choice behavior were analyzed. It was found that 
subjects of experiments who correctly perceived “the relationship of the traffic accident risk between roads 
and highways” increased by communication and subjects who want to use the low accident risk route in-
creased either. As shown results of route choice model providing traffic accident risk information, commu-
nications about traffic accident risk information provision affected low accident risk route choice behavior 
positively. 
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